
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況等（令和6年度実施計画分）

1
生活援護課、総務
課

生活支援給付金（新
たに非課税世帯）、
生活支援給付金（新
たに均等割世帯）、
生活支援給付金（低
所得世帯こども加
算）、定額減税補足
給付金（調整給付）

Ⅰ.  物価高から国民
生活を守る

物価高が続く中で低所得世帯への支
援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。

低所得世帯への給付金及び
事務費

【低所得世帯向け給付金】
・令和6年度に新たに住民税
非課税となった世帯
・令和6年度新たに住民税均
等割のみ課税となった世帯

【調整給付金】
・定額減税を補足する給付の
対象者

1,724,641,528 1,724,641,528 R6.5 R7.3
対象世帯に対して令和6年7月
までに支給を開始する

【生活支援給付金（新たに非課税世帯）】
対象世帯見込数：1,534世帯
支給世帯数：1,319世帯
支給額：131,900千円

【生活支援給付金（新たに均等割世帯）】
対象世帯見込数：865世帯
支給世帯数：827世帯
支給額：82,700千円

【低所得世帯こども加算】
対象世帯見込数：266世帯
支給世帯数：236世帯（児童412人）
支給額：20,600千円

【定額減税補足給付金（調整給付）】
対象者数：36,478
支給者数：35,657
支給額：1,441,800千円

対象世帯へ7月16日から順次支給を開始し、速やかに
家計負担の軽減を図ることができた。

2 高齢者支援課
介護保険施設物価
高騰対策支援事業

Ⅱ.　物価高の克服

市内で介護保険施設を運営する法人
に対し、介護保険施設における食費
の物価高騰に係る負担軽減及び安
定的で持続可能な事業運営を図る。

市内で介護保険施設を運営
する法人に対する支援金

市内で介護保険施設を運営
する法人

63,056,135 63,056,135 R7.3 R7.5
申請受理件数に対する支給
率100%

申請件数：26件
申請額：63,056,135円
交付決定件数：26件
交付決定額：63,056,135円

申請受理件数に対する支給率100%となり、事業効果が
十分発現しているといえる。

3 農政課
粗飼料価格高騰緊
急対策支援金

Ⅱ.　物価高の克服

乳用牛又は肉用牛を飼養している市
内の畜産農家を対象に、粗飼料に係
る費用のうち、価格上昇分を支援す
る。

乳用牛又は肉用牛を飼養する
市内の畜産農家に対する支
援金（畜種及び頭数に応じて
支援）及び支援に係る事務費

乳用牛又は肉用牛を飼養する
市内の畜産農家

15,814,412 15,814,412 R7.2 R7.3
交付決定件数に対する支給
率100%

申請件数：21件
申請額：15,811,000円
交付決定件数：21件
交付決定額：15,811,000円

交付決定件数に対する支給率100%となり、事業効果が
十分発現しているといえる。

4 農林水産整備課
農業水利施設電気
料金高騰対策支援
事業補助金

Ⅱ.　物価高の克服

電気料金の高騰の影響を受けている
土地改良区に対して、農業水利施設
の電気料金のうち、価格上昇分の一
部を補助する。

土地改良区の対象者に対す
る補助金（価格上昇分の10％
の範囲内）

土地改良区 2,397,000 2,397,000 R7.3 R7.3
交付決定件数に対する支給
率100%

申請件数：4件
申請額：2,397,000円
交付決定件数：4件
交付決定額：2,397,000円

交付決定件数に対する支給率100%となり、事業効果が
十分発現しているといえる。

1,805,909,075 1,805,909,075
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